
（平成２１年１０月１５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認鹿児島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

鹿児島国民年金 事案 575 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年１月から同年３月まで 

申立期間の国民年金保険料については、市役所で納付していた。私は、

昭和 46年４月に国民年金に加入して以降、国民年金保険料をすべて納付し

ており、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間については、３か月と短期間であるとともに、申立人は、国民年

金加入期間について、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付してお

り、納付意識は高かったものと考えられる。 

   また、申立期間の前後の期間は、国民年金保険料を納付している上、申立

人は、昭和 46 年 12 月に住所を変更した際、国民年金の住所変更届を行い、

国民年金保険料を適切に納付していることが確認できることから、申立期間

についても、53 年３月に国民年金の住所変更届を行っていることを踏まえる

と、当該期間の国民年金保険料も適切に納付していたものと考えるのが自然

である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる 

 

 

 

 

 



                      

  

鹿児島国民年金 事案 576 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年４月から 38 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 38年３月まで 

    申立期間当時は、専業農家を営んでおり、秋に米を出荷した利益で国民

年金保険料を１年分まとめて納付していた。また、国民年金保険料が未納

であれば市役所から連絡があるはずだが、連絡を受けたことも無く、未納

とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、12 か月と短期間であるとともに、申立人は、国民年金加入期

間について、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付している上、そ

の妻についても、申立期間を除き、国民年金保険料を完納しており、夫婦共

に納付意識は高かったものと考えられる。 

また、申立期間の前後の期間は、国民年金保険料が納付済みとなっている

上、申立期間及びその前後を通じて、申立人の生活状況等に大きな変化は無

かったものと推認されることから、申立期間の国民年金保険料のみが未納と

されていることは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 

 

 

 



                      

  

鹿児島国民年金 事案 577 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年４月から 38 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 38年３月まで 

    申立期間当時は、専業農家を営んでおり、秋に米を出荷した利益で国民

年金保険料を１年分まとめて納付していた。また、国民年金保険料が未納

であれば市役所から連絡があるはずだが、連絡を受けたことも無く、未納

とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、12 か月と短期間であるとともに、申立人は、国民年金加入期

間について、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付している上、そ

の夫についても、申立期間を除き、国民年金保険料を完納しており、夫婦共

に納付意識は高かったものと考えられる。 

また、申立期間の前後の期間は、国民年金保険料が納付済みとなっている

上、申立期間及びその前後を通じて、申立人の生活状況等に大きな変化は無

かったものと推認されることから、申立期間の国民年金保険料のみが未納と

されていることは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 



鹿児島厚生年金 事案 335 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年４月１日から 47年４月９日まで 

    私は、短期大学に入学するため、申立期間に係る事業所を退職した。脱退

手当金を支給されたとする時期は、学生であり、退職後は、一度も職場に行

っていない上、当該事業所を退職する際、事務担当者から、「厚生年金保険

被保険者証は、将来、年金をもらうのに大事なものだから大切に持っている

ように。」と言われ、現在もその当時の厚生年金保険被保険者証を所持して

いる。 

また、当該被保険者証には、脱退手当金を受け取ったとする記載が無く、

脱退手当金を受け取った記憶も無いので、脱退手当金を受給していないこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給した場合、当時の事務処理においては、厚生年金保険被

保険者証に脱退手当金を支給した旨の「脱」表示をすることとされていたが、

申立人が所持している厚生年金保険被保険者証には当該表示は無い。   
また、申立人は申立期間に係る事業所を退職後、共済組合の組合員となり、

組合員期間について退職一時金を受給しているが、将来年金として受給する

ための原資を残して一部受給する方法を選択していること及び申立人が現在

も厚生年金保険被保険者証を保管していることを踏まえれば、申立事業所を

退職する際、事務担当者から、「厚生年金保険被保険者証は、将来、年金をも

らうのに大事なものだから大切に持っているように。」と言われたとする申

立内容に不自然な点は見受けられない。 
これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 
 



鹿児島厚生年金 事案 336 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｃ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 30年４月 25日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 7,000円とす

ることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年４月 25日から同年５月１日まで 

 私は、現在のＡ社へ就職した昭和 28年 12月 11日から 59年５月５日まで

の間、当該事業所の本部及び支店に継続して勤めていたにもかかわらず、社

会保険庁では、申立期間の加入記録が無いとしている。 

申立期間当時は、私が当該事業所のＢ支店からＣ支店に転勤した時期であ

る。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認め、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社が保管する人事記録等から、申立人が同社に継続

して勤務し（昭和 30年４月 25日に同社Ｂ支店からＣ支店に異動）、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所が保管するＡ社

Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、7,000円とする

ことが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社では、申立事業所における申立期間当時の社会保険関係資料が無い

として、申立期間に係る厚生年金保険の加入状況、保険料の控除状況等が不明

であると回答しており、このほかに確認できる関係資料が無いことから、明ら



かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主  

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



鹿児島厚生年金 事案 337 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間③のうち、昭和 63 年 12 月 18 日から平成元年３月 18

日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭

和 63年 12月 18日に、資格喪失日に係る記録を平成元年３月 18 日に訂正し、

当該期間の標準報酬月額を 13万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和38年３月29日から39年７月20日まで 

② 昭和39年８月31日から41年10月21日まで 

③ 昭和63年12月18日から平成元年４月１日まで 

④ 平成２年５月ごろから７年４月ごろまで 

私は、申立期間①及び②については、結婚のため申立期間②に係る事業所

を退職し、会社の寮からアパートへ移り住んでおり、脱退手当金の制度も知

らなかった。また、当時、勤務していた事業所に電話で確認したところ、脱

退手当金を支払っていないとのことであり、脱退手当金を受給するはずが無

いので、脱退手当金を受給していないことを認めてほしい。 

    また、私は、申立期間③及び④において、それぞれＡ社のＢ店、Ｃ社のＤ

店で正社員として勤務していたにもかかわらず、社会保険庁では、いずれの

期間にも厚生年金保険の加入記録が無いとしている。 

    両事業所に勤務していた期間はいずれも、当時の内縁の夫と一緒に勤務し、

また、私自身は戸籍と異なる氏名を使っていた。 

    申立期間③及び④について、厚生年金保険の被保険者であったことを認め、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間③のうち、昭和 63年 12月 18日から平成元年３月 18日までの期

間については、Ａ社が保管する給与台帳等から、申立人が申立事業所に勤務



し、昭和 63年 12月分から平成元年３月分までの厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが確認できる。 

また、雇用保険の被保険者情報では、申立人の当該事業所における資格取

得日が昭和 63年 12 月 18日、離職日が平成元年３月 17日と確認できる上、

当該給与台帳から、申立人の平成元年３月分の給与支給額が日割りで計算さ

れ、前月分と比べ少額であることからも、申立人が月の途中で離職したこと

が推察できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人の当該事業所における厚生年金保険の資格取得日は昭和 63 年 12 月

18日、資格喪失日は平成元年３月 18日であると認められる。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、当該給与台帳に記載され

ている厚生年金保険料の控除額から、13 万 4,000 円とすることが妥当であ

る。 

また、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は、同社が保管している社会保険の資格取得等に関する書類では、

申立人の記録は確認できないとしているが、仮に事業主から申立人に係る被

保険者資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届を

提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務

所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から当該社会保険

事務所へ被保険者資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る昭和 63年 12月から平成元年２月までの厚生

年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  ２ 一方、申立期間③のうち、平成元年３月 19 日から同年４月１日までの期

間については、Ａ社における申立人の厚生年金保険の資格喪失日は上記１の

とおり、同年３月 18 日であると認められる上、複数の元同僚からの供述で

も、当該期間において申立人が勤務していた事実を確認することはできない。 

申立期間④については、元同僚の供述から、申立人が当該期間当時、Ｃ社

の関係事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、当該事業所で申立期間④当時、社会保険事務を担当してい

た者は、「申立人及びその内縁の夫から、社会保険等に加入させないでほし

いとの要望があったので、社会保険の加入手続は行わず、社会保険料も給料

から控除していなかった。」と供述している上、当該事業所の元事務担当者

が保管する当該期間のうちの平成６年７月分の月別給料一覧表及び７年１

月分から同年４月分までの所得税源泉徴収簿兼賃金台帳では、申立人の給与

から厚生年金保険料等が控除されていないことが確認できる。 

また、Ｃ社は、平成 14年２月 26日に適用事業所でなくなっている上、同

社の事業を引き継いだとするＥ社では、申立事業所に係る関係資料は保管し

ていないとしており、申立期間当時の厚生年金保険の加入状況、保険料の控



除状況等は不明であると回答している。 

このほか、申立人の申立期間④における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間④に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

３ 申立期間①及び②については、申立人の当該期間に係る事業所の被保険者

原票に、脱退手当金を支給したことを示す「脱」の表示が記載されていると

ともに、当該期間の脱退手当金については、支給額に計算上の誤りは無い。 

また、申立人の脱退手当金は、昭和 44年３月 14日に支給決定されている

ところ、当該事業所の被保険者原票の氏名欄に申立人の氏名が訂正された形

跡が確認できる上、当該原票の備考欄には「氏名変更 44.２.12」の記載が

確認できることから、脱退手当金の請求手続に併せて申立人の氏名変更が行

われたと考えるのが自然である。 

    さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



鹿児島厚生年金 事案 338 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

   住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年１月５日から 31年８月５日まで 

    私は、申立事業所を退職した際、脱退手当金制度を知らず、当時、実家に

居住していたため、金銭に困ることも無く、脱退手当金を受給するはずが無

いので、受給していないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、脱退手当金が支給され

たことを意味する「脱手」の表示が確認できるとともに、申立期間の脱退手当

金は、支給額に計算上の誤りは無い上、申立期間に係る厚生年金保険被保険者

資格喪失日から、20 日後の昭和 31 年８月 25 日に支給決定されていることが

確認できるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

     また、申立人は、申立期間に係る事業所を退職後、国民年金に加入するまで、

厚生年金保険への加入歴が無い上、申立人に脱退手当金が支給決定された昭和

31 年８月当時は、通算年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人が

脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 



鹿児島厚生年金 事案 339 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年４月９日から同年６月 12日まで 

私は、昭和 27年４月９日から同年７月 29日までの間、Ａ社Ｂ工場に継続

して勤めていたにもかかわらず、社会保険庁では、申立期間における厚生年

金保険の加入記録が無いとしている。 

しかし、私は申立期間当時、健康保険証を使ったことを覚えており、また、

申立事業所の代表として野球等の試合に参加したこともあり、当該事業所に

勤めた期間は４か月と記憶しているので、申立期間中も厚生年金保険へ加入

していたはずである。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁が保管する厚生年金保険被保険者台帳では、Ａ社Ｂ工場における

申立人の資格取得日は、オンライン記録どおりの昭和 27年６月 12日となって

いることが確認できるのみである。 

また、Ａ社本社では、申立期間当時の社会保険関係の資料を保存しておらず、

当時を知る者もいないため、申立期間に係る厚生年金保険の加入状況、保険料

の控除状況等は不明であるとしている。 

さらに、元同僚５人のうち２人はいずれも、申立事業所に入社後、約２、３

か月は厚生年金保険の加入記録が無いと供述していることを踏まえると、当該

事業所では申立期間当時、一部の従業員については、採用後、直ちには厚生年

金保険へ加入させていなかったことがうかがえる。 

加えて、社会保険事務所が保管する申立事業所に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿では、申立人の資格取得日は、オンライン記録どおりの昭和 27



年６月 12 日と確認できるのみであり、申立期間において、申立人の氏名は無

く、整理番号の欠番も見られないことから、申立人の被保険者資格記録が欠落

したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



鹿児島厚生年金 事案 340 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18年４月ごろから 23年４月１日まで 

私は申立期間中、Ａ市（現在のＢ市）のＣ学校で、市職員(学校事務職員)

として勤務していたにもかかわらず、社会保険庁では、厚生年金保険の加入

記録が無いとしている。 

しかし、私は、市長の辞令を受け取ったこと及び同校で一緒に働いていた

元教員の名前を覚えており、私が昭和 18 年４月に厚生年金保険へ加入し、

毎月、厚生年金保険料を給与から差し引かれていたことは間違いない。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ市教育委員会では、申立人が挙げた元教員について、申立期間当時、Ｃ学

校に在籍していたとしていることから、申立人が申立期間当時、同校に勤務し

ていたことがうかがえる。 

しかしながら、社会保険庁のオンライン記録では、Ａ市及びＣ学校が厚生年

金保険の適用事業所となったのは、それぞれ申立期間後の昭和 38年６月１日、

52 年４月６日であり、申立期間当時、両事業所共に厚生年金保険の適用事業

所となっていないことが確認できる。 

また、Ｃ学校では、申立期間当時の教員の記録は存在するものの、申立人が

在籍した事実、厚生年金保険への加入の有無を確認できる資料は無いとしてい

る。 

さらに、Ｂ市及び同市教育委員会でも、申立期間当時の職員名簿は存在する

ものの、その中に申立人の氏名は確認できないとしている。 

加えて、厚生年金保険法の施行によって被保険者となることとなった女子の



労働者については、被保険者期間（保険料控除期間）は昭和 19年 10月１日か

ら起算されるため、申立期間のうち、18 年４月１日から 19 年 10 月１日まで

の期間については、被保険者とはならない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


